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Ｈ１５ Ｈ２４ 比 備考

１５万１５６９人 １６万６４９３人 110%

４３０９人 ４７１９人 110%

１，９６８世帯 ４，００４世帯 203%

２２，４６９人
（１４．７６％）

３５，５５４人
（２１．２９％）

158%

５５９世帯
（１．０５％）

４，２６２世帯
（６．５７％）

762%

1.18% 1.38% 109%

5.60% 6.70% 117%

665.0 645.2 97%

45.7 34.1 74.6%

７９．７人 １００人 125%

４３．２人 ５８．５人 135%

１１４．９人 １２４．４人 108%

１３．９人 １５．０人 108%

１５７．７人 １５１．４人 96%

人口

人口／１キロ㎡

病院一般病床数

一般診療所病床数

医師数

歯科医師数

薬剤師

保健師

老人保健施設定員

高齢者単独世帯

高齢者人口

母子世帯数

合計特殊出生率

死亡率
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口
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ケアハウス ６５．７人 ５９．９人 92%

３９８億４８００万円 ４４２億　２００万円 111%

９１億６０００万円 １９３億７０００万円
211%（近隣１０市中最下

位）

23.0% 43.8%

８億７５５９万円 ２５億５８９８万円 292%

２．９％
（県5.5％、国10％）

9.1%　　　　　　(県
10.6％、国15.3％)

314%

生活保護基準の引き下げ→96％の世帯減額

影響：住民税非課税、保育料減免、就学援助、国民年金減免

高額療養の所得区分、無料低額診療の対象

就学援助世帯の部活加入率：小６４％（一般７７％）、中９１％（一般９
５％）

３４億１９８７万円 ８７億９６４２万円 257%

国保料：滞納者数４,５６８世帯／加入世帯２６,４０８世帯＝１７．３％
（所得無～３００万円：滞納４,０５８世帯／加入世帯２２,３３９世帯＝１８．２％）

就学援助：受給８８０／申請８８５件＝％、※中止４２件中、引越し８件、生活保護移行３
４件

歳出総額

市税徴収：執行停止１,４８７件（財産無２０％、居所不明１２％、生活困窮１２％）

割合

保育料：滞納７１人／利用２,０５０人＝３．５％（うち年収３００万円以下世帯５６％）
うち、保育料減免０．０９％

保健福祉費

生活保護

保護率

児童福祉

申請２５３／相談４６５件＝５４．４％（ケースワーカー一人当りの件数９１世帯）

介護保険料：滞納８６６人／加入３,５５７９人＝２．４％８うち、基準額以下の世帯滞納５６５人＝６５％）

高齢４２→３８％、疾病・傷害４２→３７％、母子７％→９％、その他９→１６％

人
口
１
０
万
人
当
り

介護改悪：ケアプラン有料化、軽度者の利用負担増、一定額所得者へ
の利用料負担増
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１３万４３５０円 ３２万　８５０円 239%

３億３７０５万円 ４億８４５５万円 144%

申請者数 １３６７人 ２４５７人 180%

入所者数 １３５２人 ２３４０人 173%

入所不認定率 1.1% 4.7% 公立保育所１５０人分を廃止

保育料／運営費 16.2% 21.5% ＊東葛地域１番高い

１億７２９６万円 ４億４０５４万円 255% ４年前県知事選の争点・拡大

３億４０２６万円 ４億８９１８万円 144% 母子家庭のみから父子家庭も対象に。

３２５件 ８０４件 247%

１８億１３９９万円 ２９億１６０５万円 161%

８万　７３３円 ８万２０１７円 102% 介護・後期高齢医への支出が増えているだけ。独自施策は次々後退

５２７５万円 １７０４万円 32%

介護保険：特養待機者５８１人（千人当たりのベット数：流山１１．７、松戸９．４、柏１２．９、
我孫子８．３）

医療費助成

母子家庭支援

高齢者福祉

１人当り（６５才～）

施設介護費

母子家庭自立就労促進０人、母子家庭高等職業訓練５人

１人当り（０～１８才）

介護保険利用率：要支援１：４２．２％、要支援２：３９．５％、要介護１：３３．３％、要介護２：
４４．５％、要介護３：５４．６％、要介護４５９．３％、要介護５：６５．３％

保育所費

児童虐待

日本の子ども（１８歳未満）の貧困率は０９年１４．９％（００年１２．
２％）で、先進３５カ国のうち悪い方から９番目の２７位――。国連児童
基金（ユニセフ）。子どものための施策に対する公的支出が対国内総
生産（ＧＤＰ）比１．３％で、３５カ国中で下から７番目。アメリカ：１９７０
年代から４回全国調査＝平均所得以下の家庭の子どもたちは、平均
以上のそれと比較して、性的虐待を受ける危険性が18倍あり、ネグレ
クトに関しては、45倍の危険性。＊一人親家庭が31.8％、経済的困難
を抱える家庭が30.8％。栃木県内児童虐待事例（サンプル数658）では

家庭の経済状態が「苦しい」と回答した者が50.6％
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１億　　　３万円 １８０７万円 18%

８７人 ４９人 （利用料２１０→２３０円）

７８人（４３６万円） ３６人（１９５万円） 要介護４→３

２２人（１１０万円） ０人（０円）

４４５３万円 ４４０３万円 98%

８２（４４９９人） ７６（３６２５人） ９３％（８１％）

13.4% 10.2%

１４億６３２７万円 １９億９１３０万円 136% 相談支援業務：市内１か所（運営費補助３００万円）－専門性・継続性
に不安

４１万４１９９円 ３６万１９８８円 87%

５億２６１０万円 ５億６１３７万円 107%

９８３人 １１０５人

２００２万円 ２１３６万円 ＊透析：６→８枚 利用率は４５％前後

９億５０１７万円 １１億８８７９万円 125% 「東日本大震災で感じたことは何か…

６２６９円 ７１２２円 114% 超高齢化社会＋過疎化を支える医療・介護体制の弱さ、社会保障基
盤の崩壊

１０３１万円 １２８９万円 125% 災害時の地域連携体制の呼びかけ＝病院の孤立から連携へ。病院を
支える患者組織の重要性

在宅支援費

福祉タクシー利用券交
付人数

うち助成額

保健衛生費

介護オムツ等支給

高齢者外出サービス

６０才以上の加入率

介護慰労金

１人当り（手帳取得者）

１人当り（全市民）

救急医療費

障害者福祉

自立支援→総合福祉法：福祉施設・作業所への・報酬の日払い制度
のため、施設から漏れ出る障がい者が多数に、施設運営もボランティ
アも深刻に。　　　　　　　　　　　★特別支援学級整備率は近隣１００％
に対し本市は６０％。　　　　　　★県の養護高校も定員オーバーが深
刻に。

家族・地域社会の変貌。つながりの希薄化→孤立死に脚光・対策が社
会問題に

在宅支援費

老人クラブ数（会員数）

生きがいづくり費



H２５年２月１日　看護婦長会議報告　　　　　　　小田桐

薬剤不足、受診できない…

おおたかの森小中一貫校１３０億円

総合体育館建替え４５億円

江戸川新橋等道路ネットワーク数十億円

区画整理毎年５０億円＋赤字穴埋め７３億円

救急件数：H15年度４６５７件→２４年度５９８７件（所要時間H１５年度５６分→２４年度６
４．８分）

消防予算：市民一人当たりH１５年度１万１８９４円→２４年度１万２５３７円
１世帯当たりH１５年度３万２４３１円→２４年度３万１６０１円

貯金

うち財政調整基金Ｈ１５年度２８８７７円→２４年度２１２７４円

単年度財政黒字

総額７２億６７３万円、一人当たり４万３２８５円

うち教育、文化及びスポーツ施設整備等基金１億９０万円

職員数／市民千人当り
６．４（野田7.3、松戸8.0、柏6.7）。長期休暇取得者１３人、精密検査／
職員検診＝１４．３％

Ｈ２１年度１０億→２２年度１４憶→２３年度２０億円


